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(1)沖縄県の産業構造・就業構造

【現状】
〇沖縄県と全国の所得格差は、近年２５%前後沖縄県が低い状況で推移
〇近年、景気の拡⼤を受けて完全失業率の全国との差が縮⼩傾向

１）本⼟復帰後の沖縄経済の推移
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資料：内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年表」及び「県民経済年表」 資料：内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年表」及び「県民経済年表」

資料：総務省統計局「労働力調査年報」
資料：内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年表」及び「県民経済年表」
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(1)沖縄県の産業構造・就業構造

【現状】
〇沖縄県の第３次産業⽐率は、全国と⽐べて１０ポイント以上多い。

２）沖縄県の産業別県内総⽣産（名⽬）の推移

資料：内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年表」及び「県民経済年表」より作成 資料：内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年表」及び「県民経済年表」より作成
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(1)沖縄県の産業構造・就業構造

【現状】
〇沖縄県の第２次産業就業者数は、全国と⽐べて１０ポイント以上低い。

３）産業別就業者数の推移
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労働力調査年報（平成27年） 資料：平成27年国勢調査 就業状態等基本集計（労働力状態，就業者の産業･職業など）



(1)沖縄県の産業構造・就業構造

【現状】
〇２０１２年から拡⼤を続けていた観光収⼊はコロナの影響で減少に転じる⾒込み。
〇観光客1⼈当たり消費額と滞在⽇数は、１０年以上横ばいの状態

４）観光業の動向
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資料：沖縄県 観光収入について（令和元年）
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(1)沖縄県の産業構造・就業構造

【現状】
〇県内IT企業の特徴として、経営規模が⼩さく、下請け的な性格が強い。
〇IT関連産業の過半数は、那覇市に⽴地。２位のうるま市の約８倍

５）ＩＴ関連産業の動向
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進出したIT関連企業の事業所集積状況

業種
沖縄県 全国
年間売上⾼
（百万円）

構成⽐
（％）

年間売上⾼
（百万円）

構成⽐
（％）

製造 3,825 12.5 2,560,647 21.9
卸売・⼩売・宿泊・飲⾷サービス 905 3.0 575,883 4.9
建設・不動産・物品賃貸 17 0.1 245,216 2.1
⾦融・保険・運輸・通信 2,441 8.0 3,562,667 30.5
その他サービス 1,284 4.2 794,312 6.8
公務 3,555 11.7 607,769 5.2
同業者 16,799 55.1 2,603,327 22.3
電気・ガス・⽔道・熱供給 1,658 5.4 733,990 6.3
計 30,485 100.0 11,683,811 100.0

（ソフトウェア業）
1事業所当たり 従業員当たり

年間売上⾼
（万円）

従業員数
（⼈）

年間売上⾼
（百万円）

沖縄県 20 22,705 1,124
全国 32 67,600 2,097
（情報処理・提供サービス業）

1事業所当たり 従業員当たり
年間売上⾼
（万円）

従業員数
（⼈）

年間売上⾼
（百万円）

沖縄県 97 65,773 680
全国 32 73,964 2,346

資料：沖縄県商工労働部情報産業振興課「2019‐2020 情報通信産業立地ガイド日本語版」より作成

資料：沖縄県「平成30年度情報通信産業振興計画実施状況報告書」

資料：内閣府沖縄総合事務局
「沖縄県経済の概況（令和元年10月）」

資料：内閣府沖縄総合事務局「沖縄県経済の概況（令和元年10月）」
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（２）沖縄における物流・⼈流

【現状】
〇那覇空港の乗降客数は、東京、成⽥、関⻄、福岡、新千歳に次ぐ第６位
〇那覇空港の貨物取扱量は、成⽥、東京、関⻄に次ぐ第４位

１）那覇空港利⽤の動向

0

2,000

4,000

6,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

那覇空港乗降客数の推移

国内線 国際線

（千人）

資料：国土交通省「令和元年(平成31年)分空港管理状況調書」

国内主要空港乗降客数上位空港（令和元年度） （人）

順位 空港名 国内線 国際線 合計

1 東京国際空港 64,883,570 16,823,966 81,707,536
2 成田国際空港 7,460,914 32,080,355 39,541,269
3 関西国際空港 6,705,358 21,957,656 28,663,014
4 福岡空港 17,566,603 5,468,975 23,035,578
5 新千歳空港 19,506,738 3,308,212 22,814,950
6 那覇空港 17,464,568 3,149,091 20,613,659
7 大阪国際（伊丹）空港 15,765,029 0 15,765,029
8 中部国際空港 6,402,130 6,188,257 12,590,387
9 鹿児島空港 5,441,900 327,220 5,769,120

10 仙台空港 3,339,002 379,178 3,718,180
資料：国土交通省「令和元年(平成31年)分空港管理状況調書」
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資料：国土交通省「令和元年(平成31年)分空港管理状況調書」

国内主要空港航空貨物取扱量上位空港（令和元年度） （トン）

順位 空港名 国内線 国際線 合計
1 成田国際空港 23171 2045279 2068450
2 東京国際空港 634679 562353 1197032
3 関西国際空港 14616 742155 756771
4 那覇空港 203354 100024 303378
5 福岡空港 196685 46990 243675
6 中部国際空港 18028 172313 190341
7 新千歳空港 151934 16118 168052
8 大阪国際（伊丹）空港 118184 0 118184
9 鹿児島空港 24274 1723 25997

10 広島空港 17435 164 17599
資料：国土交通省「令和元年(平成31年)分空港管理状況調書」 7



【現状】
〇那覇空港の国内線ネットワークは、⽻⽥空港に次ぐ第２位であり、３２都市に就航

２）物流
①国内航空輸送
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資料：国土交通省「令和元年(平成31年)分空港管理状況調書」

那覇空港の国内線ネットワーク

空港 運用時間 路線数 便数／日 都市 便数／日

羽田 24H 49 502 57 117

那覇 24H 32 187 13 31

新千歳 24H 31 184 21 29

福岡 24H 28 194 22 50

中部国際 24H 19 91 38 64

成田 6:00～24:00 24 79 104 278

関西国際 24H 17 68 72 202

国内 国際
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那覇空港の国内貨物取扱量
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資料：国土交通省「令和元年(平成31年)分空港管理状況調書」

（２）沖縄における物流・⼈流
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【現状】
〇那覇空港の国際航空貨物取扱量は、２０１６年をピークに近年は減少傾向

２）物流
②国際航空輸送
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資料：国土交通省「令和元年(平成31年)分空港管理状況調書」
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沖縄タイムス（2020年3月27日 ）
＜ANAの沖縄貨物ハブ 4月から全50便運休へ 外国人パイロットが確保できず 新型コ
ロナ影響＞

ＡＮＡ Ｃａｒｇｏ（ＡＮＡカーゴ、東京）が、沖縄県の那覇空港を拠点にアジアの主要都市へ展
開する「沖縄貨物ハブネットワーク」の全便を、４月から運休することが２６日、分かった。
週５０便の運航が計画されていたが、０便になる。関係者によると、同社は大半の運航を
外国人パイロットに頼っているが、新型コロナウイルスの感染拡大で各国が出入国を制限
する中、人員の確保が困難となった。終息が見通せない中、運休は５月以降も続く可能性
がある。

沖縄タイムス（2020年1月24日）
＜ANA 沖縄の貨物事業縮小へ さらに週20便減らす 旅客便を活用＞

那覇空港を拠点にアジアの主要都市へ展開する「沖縄貨物ハブネットワーク」について、３月２９日から沖縄発着の４路線を減便・運休し、現在の週７０便か
ら週５０便に減らす。ただ、他社の旅客便などの貨物スペースを活用することで、現在の輸送量は維持できるとしている。

米中貿易戦争の長期化で、日本発の航空貨物輸出量は減少が続き、ＡＮＡの貨物事業も苦戦している。今回、「需給適合を図り、着実に収益性を改善して
いく」とし、沖縄発着を含む１５路線を減便・運休し、現在の週１９７便から週１１５便に減らす。

資料：国土交通省「令和元年(平成31年)分空港管理状況調書」

（２）沖縄における物流・⼈流
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【現状】
〇那覇港の国内貨物量の移⼊移出⽐は、移⼊が移出の１.５倍

２）物流
③国内海上輸送（那覇港）
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資料：那覇港管理組合「那覇港の統計（平成30年）」

その他輸送機械

62.5%
取合せ品

9.5%

完成自動車

8.1%

輸送機械

7.3%

その他

12.6%

2018年 那覇港移出品目内訳（暦年）

計4,681,671トン

取合せ品

29.9%

完成車両

15.5%製造食品

11.6%

輸送機械

5.0%

セメント

4.7%

その他の石油

4.7%

飲料

3.8%

その他

24.9%

2018年 那覇港移入品目内訳（暦年）

計7,155,966
トン

輸出

2.8%
輸入

6.7%

移出

35.8%
移入

54.7%

外貿

9.4%

内貿

90.6%

2018年那覇港の内外貿易比較図（暦年）

東京

30.0%

大阪

19.3%
沖縄

18.6%

鹿児島

16.6%

福岡

12.1%

その他

3.4%

2018年 地域別那覇港取扱貨物移出量（暦年）

福岡

32.9%

大阪

32.5%

東京

19.0%

鹿児島

14.0%

その他

1.6%

2018年 地域別那覇港取扱貨物移入量

（暦年）

計5,393,403トン
計4,681,671トン

（２）沖縄における物流・⼈流
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【現状】
〇那覇港の国際貨物量の移⼊移出⽐は、移⼊が移出の２.４倍

２）物流
④国際海上輸送

取合せ品

167,980 
46.3%

再利用資材

100,885 
27.8%

金属くず

36,719 
10.1%

その他輸送機械

16,482 
4.5%

その他輸送用車両

12,717 
3.5%

その他

27,810 
7.7%

2018年 那覇港輸出品目内訳（暦年）

計362,593トン

取合せ品

33.0%

製造食品

12.8%木製品

6.6%
米

5.0%
家具装備品

4.3%

野菜・果物

3.5%

その他日用品

3.3%

動植物性製造
飼肥料
3.2%

輸送用容器

3.1%

その他

25.3%

2018年 那覇港輸入品目内訳（暦年）

計872,696トン

中国

29.1%

台湾

26.3%

韓国

21.4%

アメリカ

15.3%

ベトナム

4.2%

その他

3.7%

2018年 那覇港取扱貨物輸出相手国（暦年）

計362,593トン

アメリカ

35.1%

台湾

33.8%

中国

11.6%

韓国

7.1%
タイ

5.0%

マレーシア

3.6%
その他

3.8%

2018那覇港取扱貨物輸入相手国（暦年）

資料：那覇港管理組合「那覇港の統計（平成30年）」

（２）沖縄における物流・⼈流
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【現状】
〇２０２０年３⽉に那覇空港の第２滑⾛路が供⽤開始
〇地域別⼊域者数は、東京が全体の約半数を占める。

２）⼈流
③国内航空旅客

東京方面

48.2%

関西方面

20.6%

福岡方面

12.6%

名古屋方面

8.6%

その他

10.0%

2019年度地域別入域状況（方面別）

資料：沖縄県「令和元年度 沖縄県入域観光客統計概況」

計6,979千人

6,488 

1,950  1,756  1,746  1,576 
746  670  640  544  333 

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000 2019年度国内主要空港国内船旅客数

（）内は滑走路本数

（万人）

183,182 

70,673  68,596  68,234  67,116 
33,049  32,871  28,475  27,681  24,572 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

2019年度国内主要空港国内船着陸回数

（）内は滑走路本数

（回）

資料：国土交通省「令和元年(平成31年)分空港管理状況調書」

（２）沖縄における物流・⼈流
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【現状】
〇近年は台湾からの⼊域観光客の伸びが著しい。
〇⽇韓関係悪化の影響で韓国からの⼊域観光客は頭打ち

２）⼈流
②国際航空旅客

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

14 15 16 17 18

国別入域観光客数の推移（国際航空旅客）

台湾 韓国 中国本土 香港

（人）

資料：沖縄県「平成30年版観光要覧」

3,427  3,719  4,268  4,956 
6,990 

9,280 
10,732 

11,889 
12,805 

11,060 

0
2,000
4,000
6,000
8,000
10,000
12,000
14,000

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

国際線着陸回数の推移
（回）

資料：国土交通省「令和元年(平成31年)分空港管理状況調書」

台湾

675,800 
37%

韓国

550,100 
31%

中国本土

253,000 
14%

香港

196,800 
11%

その他

128,000 
7%

2018年度国別入域観光客数（国際航空旅客）

資料：沖縄県「平成30年版観光要覧」

計1,803,700人

（２）沖縄における物流・⼈流
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【現状】
〇２０１９年まではクルーズ⼊域観光客が急増していたが、２０２０年は新型コロナウイルスの影響により激減

２）⼈流
③海上旅客

52 53 67 56 80
115

193
224 243 260

47 49 52 65 73 84 95
132 107

148

0 5 5 1 3 13

86
130 143 147

0 2 0 0 0 0 8 15 28 213 3 1 4 6 7 5 14 7 5
0

100

200

300

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

クルーズ船の寄港回数（港別）（暦年）

那覇港 石垣港 平良港 中城湾港 その他

（回）

資料：沖縄総合事務局「沖縄県内に寄港したクルーズ船の2019年実績（速報値）」

14 15 16 17 18

総数 240,400 506,800 698,300 992,500 1,197,100

台湾 95,700 150,400 197,400 241,000 241,900

中国本土 27,600 125,500 187,900 299,300 441,800

香港 2,100 20,600 26,500 43,100 36,900

韓国 1,700 2,300 1,800 1,400 3,700

その他 113,300 208,000 284,700 407,700 472,800

0
200,000
400,000
600,000
800,000

1,000,000
1,200,000
1,400,000

地域別入域観光客数の推移（国際海上旅客）（年度）
中国本土

441,800 
36.9%

台湾

241,900 
20.2%

香港

36,900 
3.1%

韓国

3,700 
0.3%

その他

472,800 
39.5%

2018年度国別入域観光客数

計1,197,100人

（人）

沖縄タイムスプラス（2019年3月4日）

＜沖縄「東洋のカリブ」構想に追い風 那覇港の
クルーズ船拠点化、国交省が選定＞

国土交通省は１日、「官民連携による国際クルー
ズ拠点」となる港湾に那覇港を選定したと発表し
た。今後、国交省の指定を受け、那覇港新港埠
頭（ふとう）の北西側に第２バース１２、１３号岸壁
の整備を進め２０２２年の運用開始を目指す。

同計画では２２年の運用開始年には１０８回、３０
年には２０５回の寄港回数を目指している。

船社代理店の沖縄シップスエージェンシーの松
田美貴会長は「現在の貨物船と共用している９・
１０号岸壁とのすみ分けができ、人や貨物の安全
性が確保できる」と評価するも、「寄港回数の増
加でトラックや観光バス、タクシーなど新港埠頭
を行き交う車両も増えるため、利便性や安全性
の向上に交通インフラの整備も重要だ」と課題を
挙げた。

■外国クルーズ客船乗客の一人当た
り消費額
⇒一人当たり消費額平均：34,336円

■クルーズ旅行を選んだ理由

①一度乗ってみたかった、②価格が
手頃、③船旅が好き
■買い物をした場所

①ドラッグストア、②自然景勝地、③
スーパーマーケッ
■購入品目

①菓子類、②化粧品・香水、③医薬
品・健康グッズ

資料：沖縄県「平成30年度外国人観光客実態調査報告書」

資料：沖縄県「平成30年版観光要覧」

資料：沖縄県「平成30年版観光要覧」

（２）沖縄における物流・⼈流
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（３）沖縄における基盤整備
1) 産業インフラ

出典︓国⼟交通省 https://www.mlit.go.jp/koku/15_bf_000185.html

①空港（那覇空港・⼈流）
【現状】
〇国内線と国際線の両ビルを結ぶ際内連結ターミナル施設が整備され令和2年3⽉18⽇にOPENし、旅客施設の集約による利
便性の向上が図られた。

〇那覇空港の着陸数の増加に対応し、第⼆滑⾛路が整備され令和2年3⽉26⽇に供⽤が開始された。

出典︓沖縄21世紀ビジョン

183,182

28,475 24,572

70,673 68,234 67,116 68,596

33,049

42,515

101,361

73,463

18,182
11,060 10,280 10

23,265

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

東京国際 成田国際 関西国際 福岡 那覇 新千歳 大阪国際 中部国際

国内 国際

（回） 2019年度 国内主要空港着陸回数
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1) 産業インフラ
②空港（離島空港）

【現状】
〇新⽯垣空港は平成25年3⽉7⽇に開港。2,000ｍの滑⾛路を有し、旧⽯垣空港の重量制限等の課題が改善。
〇南北⼤東空港は、平成29年度に夜間照明を整備。
〇みやこ下地島空港ターミナルが平成31年3⽉30⽇に開業。

駐⾞場
⾯積(㎡) バース数 対象機種 台数

3 中型ジェット 39,359

4 ⼩型ジェット 498台

1 プロペラ機

3 中型ジェット 37,600

1 ⼩型ジェット 406台

1 プロペラ機

VORTAC,LLZ, 27,700

T-DME 379台

VOR/DME,ILS, 2,033

T-DME 79台

3,010

86台

2,390

49台

1,750

57台

1,300

36台

1,000

25台

1,332

36台

1,000

25台

5 ⼤型ジェット VOL/DME,ILS,ASR, 2,390

1 中型ジェット SSR 90台

空港名 供⽤開始
空港⾯積
(㎡)

滑⾛路
⻑さ×幅

航空保安無線施設 空港建物(㎡)

久⽶島 1977/4/1 622,888 19,800

宮古 1975/3/1 1,239,182 2,000×45 27,500

与那国 1975/3/15 582,411 2,000×45 10,200 2

南⼤東 1974/8/20 359,308 1,500×45 7,700 2

北⼤東 1978/6/30 358,618 1,500×45 7,700 2

多良間 2003/10/10 348,737 1,500×45 7,700 2

伊江島 1975/7/20 358,356 1,500×45 7,700 2

粟国 1978/7/6 91,671 800×25 2,000 2

慶良間 1994/11/10 129,732 800×25 3,000 3

波照間 2,000 21976/5/18 92,487 800×25

新⽯垣 2013/3/7 1,433,130 2,000×45 75,145 VOL/DME,ILS,ASR ターミナルビル 12,560

エプロン

VORTAC,ILS ターミナルビル 9,237

2,000×45 中型ジェット ターミナルビル 4,984

⼩型ジェット ターミナルビル 1,620

3

プロペラ機 VOR/DME ターミナルビル 910

プロペラ機 ─ ターミナルビル 732

プロペラ機 VOR/DME ターミナルビル 989

プロペラ機 ─ ターミナルビル 504

⼩型プロペラ機 ─ ターミナルビル 165

⼩型プロペラ機 ─ ターミナルビル 402

⼩型プロペラ機 ─ ターミナルビル 264

下地島 1979/7/5 3,615,000 3,000×60 129,200 ─ ─

県内離島空港の一覧

（３）沖縄における基盤整備
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1) 産業インフラ
③湾港（物流・那覇港）

【現状】
〇物流機能強化のため、平成25年度までにガントリークレーン2基、リーファー電源を増設。国際コンテナターミナルの背
後地は、那覇港総合物流センターが令和元年５⽉に開業。

（３）沖縄における基盤整備
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1) 産業インフラ

出典︓「沖縄２１世紀ビジョン基本計画」の主な事業における概要説明資料（令和元年７⽉26⽇）

④湾港（物流・中城湾港）
【現状】
〇中城湾港における外内貿定期航路の充実に向けた実証事業を平成30年度に実施。
〇中城湾港新港地区の貨物船⽤岸壁の⼀部改良で16万トン級まで受⼊可能。

（３）沖縄における基盤整備
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1) 産業インフラ

出典︓「沖縄２１世紀ビジョン基本計画」の主な事業における概要説明資料（令和元年７⽉26⽇）

⑤湾港（⼈流）
【現状】
〇県内各地で岸壁、旅客ターミナルビルや⼈⼯ビーチ等の整備が⾏われている。
〇沖縄県内のクルーズ船寄港回数は、都道府県別で全国１位。那覇港のみでも博多、横浜、⻑崎を抜き全国１位

（３）沖縄における基盤整備
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(4) 沖縄県の企業⽴地動向
1)近年の沖縄での企業⽴地動向

【現状】
〇⼯場⽴地件数は直近１０年は停滞気味
〇国際物流拠点産業集積地域（うるま地区︓旧特⾃貿地域）への進出企業は増加傾向で推移

資料︓経済産業省「⼯場⽴地動向調査」より作成 資料︓沖縄県商⼯労働部企業⽴地推進課「沖縄県企業⽴地ガイド」より作成

沖縄県の⼯場⽴地件数 国際物流拠点産業集積地域（うるま地区︓旧特⾃貿地域）への進出企業推移

20



(4) 沖縄県の企業⽴地動向
2)改正「沖縄振興特別措置法」による産業振興策

21



(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇県⺠経済計算の数値を基に労働⽣産性を算出すると、沖縄県内の労働⽣産性は全国平均の7割台の⽔準

１）労働⽣産性の推移

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部））
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(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇「2016経済センサス活動調査・事業所等に関する集計」における労働⽣産性を、都道府県別で⽐較すると沖縄県の労働
⽣産性は最下位

２）労働⽣産性のマクロ分析
①産業全体

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部））
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(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇⿅児島県が最も⾼く、沖縄県は43位

２）労働⽣産性のマクロ分析
②農林⽔産業

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部）） 24



(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇東京都が最も⾼く、沖縄県は34位

２）労働⽣産性のマクロ分析
③建設業

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部））
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(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇⼭梨県が最も⾼く、沖縄県は46位

２）労働⽣産性のマクロ分析
④製造業

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部））
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(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇⾹川県が最も⾼く、沖縄県は最下位

２）労働⽣産性のマクロ分析
⑤情報通信業

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部））
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(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇東京都が最も⾼く、沖縄県は32位

２）労働⽣産性のマクロ分析
⑥卸売業

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部））
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(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇東京都が最も⾼く、沖縄県は40位となっている。ただし、全国を100とした場合、沖縄県は87.2であり差は僅少

２）労働⽣産性のマクロ分析
⑦⼩売業

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部））
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(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇東京都が最も⾼く、沖縄県は12位となっている。全国平均を上回っている。

２）労働⽣産性のマクロ分析
⑧宿泊業

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部））
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(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇富⼭県が最も⾼く、沖縄県は37位となっている。ただし、全国を100とした場合、沖縄県は90.7であり差は僅少

２）労働⽣産性のマクロ分析
⑨飲⾷サービス業

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部））
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(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇県内の2016年の事業所数、従業者数、付加価値額、労働⽣産性ともに2012年と⽐較すると増加
○労働⽣産性は379.8万円となり、2012年と⽐較して10.3%の増加
○産業別にみると、事業所数、従業者数、付加価値額ともに最も⼤きいのは「卸売業・⼩売業」であり、それぞれ2012年と⽐較し
て上回っている。

３）労働⽣産性の詳細分析
①産業別労働⽣産性

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部））
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(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇全国において付加価値額が⼤きいのは、「卸売業、⼩売業」、「製造業」となっている。
○沖縄県は、「卸売業、⼩売業」、「医療、福祉」となっており、「製造業」の⽐率が全国の構成⽐と⽐して僅少。

３）労働⽣産性の詳細分析
②付加価値額、従業者数

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部））
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(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇沖縄県内で産業別従事者数が多い産業の労働⽣産性は九州類似６県と同程度。
○特に構成⽐の多い「卸売、⼩売業」は同程度、「宿泊業、飲⾷サービス業」については上回っている。

３）労働⽣産性の詳細分析
③九州類似6県との⽐較

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部））
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(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇産業別の給与について全国平均を⼤きく下回っている（101.2万円）。全国を100とすると、69.7の⽔準。
○九州類似6県との⽐較だとほぼ同程度。

３）労働⽣産性の詳細分析
④産業別給与

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部））
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(５)沖縄県の労働⽣産性

【現状】
〇全国と⽐較すると、沖縄県は⼩規模の事業所が多くなっている。
○事業所規模にかかわらず、労働⽣産性は全国平均より低いが、特に50⼈以上で差が⼤きい。

３）労働⽣産性の詳細分析
⑤事業所規模別

（資料 平成30年度沖縄における生産性向上に向けた労働生産性分析調査
（内閣府沖縄総合事務局経済産業部））
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